
 

 

 

2014 年 12 月 19 日 

 各      位 
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          問合せ先   渉外広報部長 永田 美佐子 
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自動車用シート骨格機構部品事業の取得に関するお知らせ 
 

トヨタ紡織株式会社（以下、トヨタ紡織）は、アイシン精機株式会社（以下、アイシン精機）とシロキ工業    

株式会社（以下、シロキ工業）が、トヨタ自動車株式会社（以下、トヨタ）またはトヨタ紡織に供給している

シート骨格機構部品事業を取得する基本合意書を締結することを決議し、締結いたしましたので、下記の   

とおりお知らせいたします。詳細については今後交渉の上決定し、決定次第速やかに報告いたします。 

 

記 

 

１．事業取得の理由  

トヨタ紡織は、世界トップのシートメーカーに並ぶシートサプライヤーを目指す中で、シートを構成する 

シート骨格の技術力と専門性を強化することが重要であると位置づけています。トヨタ紡織、アイシン精機、

シロキ工業の３社は、シート骨格部品の開発・生産においてそれぞれ事業活動を行う一方で、トヨタへ供給  

するシートは、自動車内装部品をシステム開発するトヨタ紡織がシート全体をトヨタへ供給し、シート骨格を

構成するリクライナー（背もたれ角度調整機構）やスライドレール（前後調整機構）などの機構部品は、    

アイシン精機およびシロキ工業が部品をトヨタ紡織へ供給しています。 

 トヨタ紡織のシート骨格事業とアイシン精機、シロキ工業がトヨタへ供給するシート骨格機構部品の事業が

ひとつになることでさらに技術開発力を高め、自動車メーカーの多様なニーズに対して、より付加価値の高い

“もっといいシート”を供給することができると考え、トヨタ紡織よりシート骨格機構部品の事業取得を  

提案し、トヨタ紡織、アイシン精機、シロキ工業の３社で議論を積み重ねた結果、今回の合意に至りました。 

 

２．事業取得の概要 

トヨタ紡織は、アイシン精機、シロキ工業が保有するトヨタまたはトヨタ紡織に供給している 

シート骨格機構部品の開発・生産機能をトヨタ紡織に順次移管し、開発から生産までの一貫体制を構築いた 

します。各国の競争法に基づき必要な手続及び対応が完了することを条件に、2015 年中に開発機能を集約  

するとともに、生産機能を含めた譲渡内容を決定します。 

 

３．本事業取得の日程 

（１）取締役会決議日  2014 年 12 月 19 日 

（２）基本合意書締結日  2014 年 12 月 19 日 

（３）事業取得期日  2015 年中予定 

 

 

 

 

 



 

 

４．相手先の概要 

名 称 アイシン精機株式会社 

所 在 地 愛知県刈谷市朝日町２丁目１番地 

代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 取締役社長 藤森 文雄 

事 業 内 容 自動車部品、住生活・エネルギー関連製品及び福祉関連製品の製造･販売 

資 本 金 45,049 百万円（2014 年３月末） 

設 立 年 月 1965 年８月 

純 資 産 1,328,503 百万円（連結、2014 年３月末） 

総 資 産 2,587,623 百万円（連結、2014 年３月末） 

大 株 主 及 び 持 分 比 率 トヨタ自動車株式会社 22.25％ 

当 社 と の 関 係 

資 本 関 係 アイシン精機は当社株式を 0.43％保有 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 主にアイシン精機の製品の購入 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

 

 

名 称 シロキ工業株式会社 

所 在 地 神奈川県藤沢市桐原町２番地 

代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 取締役社長 松井 拓夫 

事 業 内 容 自動車用内装機能部品・車体外装部品、鉄道車両用シートの製造、販売 

資 本 金 7,460 百万円（2014 年３月末） 

設 立 年 月 1946 年３月 

純 資 産 40,379 百万円（連結、2014 年３月末） 

総 資 産 78,960 百万円（連結、2014 年３月末） 

大 株 主 及 び 持 分 比 率 トヨタ自動車株式会社 19.80％ 

当 社 と の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 主にシロキ工業の製品の購入 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

 

５．今後の業績見通し 

  連結業績への影響がある場合には、速やかに報告いたします。 

 

以 上 


